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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第１四半期連結
累計期間

第51期
第１四半期連結
累計期間

第50期

会計期間

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

自平成24年
７月１日
至平成24年
９月30日

自平成23年
７月１日
至平成24年
６月30日

売上高（千円） 992,5101,133,0774,238,268

経常利益（千円） 60,345 120,621 342,402

四半期（当期）純利益（千円） 23,210 57,697 239,068

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
36,919 89,412 227,999

純資産額（千円） 4,648,2744,902,7874,819,493

総資産額（千円） 6,547,9416,618,9526,566,050

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
17.53 43.58 180.56

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 70.9 74.0 73.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２. 売上高には消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国・欧州の成長鈍化・停滞と併せ、アジア経済を牽引して

きた中国や新興国にも減速感が強まりました。一方で日本経済は、震災復興需要が下支えとなるなか、個人消費や

輸出が弱含むことにより、生産活動の下振れ兆候から、当四半期末には景気の踊り場的様相を呈する状態となり

ました。

この間の当社グループを取り巻く事業環境は、主要販売先である自動車機器業界の政策効果・新車投入効果等

による増産 並びに新規受託製品の量産への移行が相俟って、ドライルーブ事業全体の受注生産活動を押し上げ、

期初業績は堅調に推移しました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は1,133百万円（前年同期比14.2％増）、

営業利益は114百万円（前年同期比51.5％増）、経常利益は120百万円（前年同期比99.9％増）、四半期純利益は

57百万円（前年同期比148.6％増）となりました。

当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の営業概況は次のとおりであります。

＜ドライルーブ事業＞

当社グループのドライルーブ・コーティング加工の売上高は、自動車機器向け 並びに光学機器向けが当該業

界増産の業況を受けて前年同期比10％強の増収となり、電子部品関連は横這いの実績となりました。なお、当社海

外グループ会社のドライルーブ・タイランドは受託生産量が次第に増加してまいりましたが、操業初期段階につ

き、生産性・採算性の向上を併行して志向する状況にあります。

この結果、ドライルーブ事業の売上高は1,129百万円（前年同期比14.3％増）となりました。　

＜その他事業＞

一般消費者向けのナノカーボン製品の販売は、個人消費動向の弱含みを受けて低調に推移しました。産業界向

け製品も関連業界の生産活動が続伸せず、オーディオ業界向けナノカーボン製品のＯＥＭ生産は一服の状況にあ

ります。

この結果、その他事業の売上高は４百万円（前年同期比10.4％減）となりました。

(２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

(３）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、20百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(４）資本の財源及び資本の流動性についての分析

資産、負債及び純資産の状況

①　資　産

当第１四半期連結会計期間末の資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ52百万円増加し、6,618百

万円（前期末比0.8％増）となりました。これは主に、現金及び預金172百万円の減少等がありましたが、連結子

会社ドライルーブ・タイランドの新工場購入等による有形固定資産純額195百万円の増加、為替換算調整勘定

による関係会社出資金37百万円の増加等によるものです。

②　負　債

当第１四半期連結会計期間末の負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べ30百万円減少し、1,716百

万円（前期末比1.7％減）となりました。これは主に、未払法人税等42百万円の増加等がありましたが、借入金

の返済による長期借入金57百万円（１年内返済予定の長期借入金を含む）の減少、支払手形及び買掛金26百万

円の減少等によるものです。

③　純資産

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ83百万円増加し、4,902

百万円（前期末比1.7％増）となりました。これは主に、四半期純利益57百万円の加算、配当金19百万円の支払

いにより株主資本が37百万円の増加したことに加え、為替換算調整勘定34百万円の増加等によりその他の包括

利益累計額が増加したことによるものです。

これらの結果、自己資本比率は74.0％（前連結会計年度末は73.5％）となりました。　

EDINET提出書類

東洋ドライルーブ株式会社(E01068)

四半期報告書

 4/16



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,240,000

計 4,240,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月９日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,355,000 1,355,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

（注）１

計 1,355,000 1,355,000 － －

（注）１．普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない標準となる株式で単元株式数は100株でありま

す。

２．「提出日現在発行数」の欄には、平成24年11月１日からこの四半期報告書提出日までの、新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年７月１日～

平成24年９月30日
－ 1,355,000 － 375,956 － 327,956

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年６月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。　

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  　

 

30,900

 

－

 

単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　 1,323,500 13,235 同上

単元未満株式 普通株式 600 － －

発行済株式総数     1,355,000 － －

総株主の議決権 － 13,235 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には自己保有株式39株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）  　 　 　 　

東洋ドライルーブ㈱
東京都世田谷区代沢

1-26-4
30,900 － 30,900 2.3

計 － 30,900 － 30,900 2.3

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平

成24年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年７月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,233,757 2,061,518

受取手形及び売掛金 833,819 846,740

商品及び製品 92,318 90,955

仕掛品 57,709 58,188

原材料及び貯蔵品 57,335 56,992

繰延税金資産 11,782 24,605

その他 36,136 29,308

貸倒引当金 △232 △242

流動資産合計 3,322,627 3,168,067

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,696,148 1,686,298

減価償却累計額 △903,246 △913,510

建物及び構築物（純額） 792,902 772,788

機械装置及び運搬具 1,411,596 1,399,946

減価償却累計額 △1,009,609 △1,028,465

機械装置及び運搬具（純額） 401,987 371,481

工具、器具及び備品 141,858 142,604

減価償却累計額 △93,540 △96,726

工具、器具及び備品（純額） 48,318 45,878

土地 1,145,715 1,145,715

建設仮勘定 1,253 250,263

有形固定資産合計 2,390,177 2,586,126

無形固定資産 59,270 67,377

投資その他の資産

投資有価証券 11,256 9,399

関係会社出資金 587,669 625,521

繰延税金資産 79,363 77,989

その他 115,685 84,472

投資その他の資産合計 793,975 797,381

固定資産合計 3,243,423 3,450,885

資産合計 6,566,050 6,618,952
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 339,032 312,413

短期借入金 103,969 99,268

1年内返済予定の長期借入金 180,400 176,400

未払法人税等 34,754 77,186

賞与引当金 15,430 43,265

その他 116,987 109,998

流動負債合計 790,575 818,532

固定負債

長期借入金 705,800 652,200

退職給付引当金 123,246 118,668

長期未払金 126,934 126,763

固定負債合計 955,981 897,632

負債合計 1,746,556 1,716,164

純資産の部

株主資本

資本金 375,956 375,956

資本剰余金 460,956 460,956

利益剰余金 4,076,537 4,114,373

自己株式 △11,523 △11,523

株主資本合計 4,901,926 4,939,762

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △3,000 △4,235

為替換算調整勘定 △72,725 △38,536

その他の包括利益累計額合計 △75,726 △42,771

少数株主持分 △6,705 5,796

純資産合計 4,819,493 4,902,787

負債純資産合計 6,566,050 6,618,952

EDINET提出書類

東洋ドライルーブ株式会社(E01068)

四半期報告書

 9/16



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年７月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 992,510 1,133,077

売上原価 726,252 815,417

売上総利益 266,258 317,660

販売費及び一般管理費 190,644 203,099

営業利益 75,614 114,560

営業外収益

受取利息 329 91

為替差益 － 3,708

持分法による投資利益 1,238 5,444

受取保険金 12,299 －

その他 333 369

営業外収益合計 14,201 9,614

営業外費用

支払利息 2,424 3,552

社債利息 1,825 －

為替差損 24,714 －

その他 505 1

営業外費用合計 29,469 3,553

経常利益 60,345 120,621

特別損失

固定資産除却損 1,463 －

特別損失合計 1,463 －

税金等調整前四半期純利益 58,882 120,621

法人税、住民税及び事業税 52,759 75,444

法人税等調整額 △14,149 △10,764

法人税等合計 38,610 64,679

少数株主損益調整前四半期純利益 20,271 55,941

少数株主損失（△） △2,938 △1,755

四半期純利益 23,210 57,697
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年７月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 20,271 55,941

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,043 △1,234

為替換算調整勘定 1,397 509

持分法適用会社に対する持分相当額 17,294 34,195

その他の包括利益合計 16,647 33,471

四半期包括利益 36,919 89,412

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 39,851 90,652

少数株主に係る四半期包括利益 △2,932 △1,239
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年７月１日以後に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これに伴う当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。

【会計上の見積りの変更】

当第１四半期連結累計期間（自平成24年７月１日　至平成24年９月30日）

該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結累計期間（自平成24年７月１日　至平成24年９月30日）

該当事項はありません。

【追加情報】

第１四半期連結累計期間（自平成24年７月１日　至平成24年９月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形裏書譲渡高
  

  
前連結会計年度

（平成24年６月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 33,355千円 46,136千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。 

  
前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日）

減価償却費 51,685千円 47,943千円

のれんの償却額 － 689

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年９月27日

定時株主総会
普通株式 33,101 25平成23年６月30日 平成23年９月28日 利益剰余金

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年９月25日

定時株主総会
普通株式 19,860 15平成24年６月30日 平成24年９月26日 利益剰余金

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）

当社グループは、「ドライルーブ事業」及び「その他事業」の２つを報告セグメントとしております。なお

「その他事業」の相対的割合が非常に低く、セグメント情報の重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を

省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年７月１日
至　平成24年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 17円53銭 43円58銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 23,210 57,697

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 23,210 57,697

普通株式の期中平均株式数（株） 1,324,061 1,324,061

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２４年１１月９日

東洋ドライルーブ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 秋  山　 賢  一 　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 植  木 　貴  幸　 印

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋ドライ

ルーブ株式会社の平成２４年７月１日から平成２５年６月３０日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成

２４年７月１日から平成２４年９月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２４年７月１日から平成２４年９

月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋ドライルーブ株式会社及び連結子会社の平成２４年９月３０日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２.四半期連結財務諸表の範囲にＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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